
（様式１）  登録番号

　　　年　　　月　　　日
（あて先）
札幌エルプラザ公共４施設指定管理者
財団法人札幌市青少年女性活動協会理事長

申込者　 氏 名

電話番号

※市民活動団体の登録：1～13（14以降は任意です）
※男女共同参画活動団体、消費者活動団体、環境活動団体の登録：すべて記載してください。
※太枠については必須項目となるので必ず記入してください。
※市民活動データベースにおいて情報を公開してよいものは、右欄に○を記入してください。

（ ）

（ ）

２ 代 表 者 名
（ フ リ ガ ナ ）

役職 （ ）

（〒　　　　　－　　　　　　　　）

４ 電 話 番 号 ５

６ 電子メール

７ 情報発信・アクセス方法

８ 活 動 分 野

□⑬科学技術の振興を図る活動　　　　　　　　□⑭経済活動の活性化を図る活動
□⑮職業能力開発または雇用機会の拡充を支援する活動

□⑱その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  ）

□⑯消費者の保護を図る活動（14にご記入ください）

　 　の活動
□⑰上記①～⑯の活動を行う団体の運営または活動に関する連絡、助言または援助

□⑥災害救援の活動　　　　　　　　　　　　　□⑦地域安全活動
□⑧人権の擁護または平和の推進を図る活動　　□⑨国際協力の活動
□⑩男女共同参画社会の形成の推進を図る活動（14にご記入ください）
□⑪子どもの健全育成を図る活動　　　　　　　□⑫情報化社会の発展を図る活動

□①保健、医療または福祉の増進を図る活動　　□②社会教育の推進を図る活動
□③まちづくりの推進を図る活動
□④学術、文化、芸術またはスポーツの振興を図る活動
□⑤環境の保全を図る活動(14にご記入ください）

 上記のうち特に力を入れている分野　（　　　　　）

情 報
公 開

［ 新規 ・ 変更 ・ 更新 ］

〔□市民　□男女共同参画　□消費者　□環境〕活動団体登録申込書

団 体 名
（ フ リ ガ ナ ）
１

ＦＡＸ番号

※以下のように分類するとどれに該当しますか。あてはまるものすべてにレ印をつけてください。

団体連絡先
（所在地）３



９ 活 動 目 的

※

10 活 動 内 容

※

11 設 立 年  西暦　　　　　　　　　　年

12 活 動 地 域 □１　１つの区の区域内 □２　札幌市内
□３　札幌市とその近郊の区域程度 □４　北海道内
□５　日本国内 □６　海外のみ
□７　国内及び海外
□８　その他（具体的に　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□２　その他の法人
□１　取得中 □２　取得する予定がある
□３　取得の予定はない □４　わからない

※取得する理由（法人格あり、または法人格なしで「取得中」「取得する予定がある」場合に記入）
□１　社会的信用が高まる
□２　営利を目的とした活動でないことが理解してもらえる
□３　権利、義務が明確になり責任ある体制となる
□４　寄付金や公的援助（補助金など）を受けやすい
□５　公益法人などに対する税制上の優遇措置がある
□６　行政からの委託業務などを受けやすい

 □７　賃貸借の契約や預貯金口座開設などが行いやすい
□８　資産（基金、不動産）の登記ができる
□９　会員や協力者を得やすい
□10　専従スタッフの雇用（確保）がしやすい
□11　その他（ ）

※取得しない理由（法人格なしで「取得の予定はない」場合に記入）
□１　他の法律により既に法人格を取得しているため
□２　団体として不動産、預金等の資産を保有していないため
□３　必要に応じて活動しており、恒常的な組織は存在しないため
□４　法人設立の準備、手続きが煩雑であるため
□５　法人化する必要性を感じないため
□６　法人設立の基準が厳しいから
□７　法人設立の手続きが煩わしいから
□８　法人となって行政機関に監視されるのがいやだから
□９　その他（ ）

13 法 人 格 □有
□１　特定非営利活動促進法（ＮＰＯ法）に基づく法人

□無

会則・規約が
あればそれに
記載されてい
る内容をご記
入ください。

具体的な活動
内容を記入し
てください。



14　活動分野の詳細

□ア □ア □ア

□イ エネルギー･資源 □イ

□ウ 自然保護・野生動物保護 □イ

□エ 森林保全・緑化 □ウ

□オ 大気環境

□カ 水環境・流域保全 □エ □ウ

□キ 廃棄物・リサイクル □オ

□ク

□カ □エ

□ケ 食料・農林水産業

□コ 地域づくり・地域保全 □キ

□サ 住環境 □オ

□シ 交通環境 □ク

□ス 音環境 □カ

□セ 健康・リスク □ケ その他

□ソ 環境教育・自然体験 □キ

□タ

□チ 行政・企業への提言 □ク

□ツ その他環境保全活動

□ケ

15 □１　１人または数人の積極的な呼びかけで友人、知人などが集まって
□２　学校、近隣地区の同好の仲間が集まって
□３　行政の呼びかけによって
□４　自治会、老人会、生協などの呼びかけによって
□５　教室、講座の受講者や卒業生が集まって
□６　企業内のグループが発展して
□７　その他（ )

16 □１　１０万円未満
□２　１０万円以上３０万円未満
□３　３０万円以上５０万円未満
□４　５０万円以上１００万円未満
□５　１００万円以上５００万円未満
□６　５００万円以上１千万円未満
□７　１千万円以上５千万円未満
□８　５千万円以上

17 会費 （　　　　　）％ 助成金・補助金 （　　　　　）％
事業収入 （　　　　　）％ 寄付金 （　　　　　）％
行政からの業務委託費（　　　　　）％ その他 （　　　　　）％
※合計が100％になるように記入してください。

18 事業経費 （　　　　　）％ 事務所維持費 （　　　　　）％
人件費 （　　　　　）％ その他 （　　　　　）％
※合計が100％になるように記入してください。

８の⑤を選んだもののうち次にあ
てはまる活動

８の⑯を選んだもののうち次にあ
てはまる活動

地球温暖化・オゾン層・酸
性雨

政策、方針決定過程への女
性の参画に係る活動

８の⑩を選んだもののうち次にあ
てはまる活動

消費者啓発・教育活動（パ
ンフレット等の発行・講習
会の開催）

物価問題（食料品価格等）
に係る活動

高齢者問題（福祉ボラン
ティア活動、年金等）に係
る活動

消費・生活・ライフサイク
ル 生涯を通じた女性の健康に

係る活動

食に関する問題に係る活動
（食の安全性、食生活と健
康等）

商品（食品を除く）の品質
や安全性等の問題に係る活
動

サービス（教養娯楽サービ
ス、金融サービス等）の内
容、契約に係る活動

就業分野における男女共同
参画に係る活動

仕事と子育ての両立に係る
活動

高齢者の暮らしに係る活動

女性に対する暴力に係る活
動

経済活動（共同購入、産地
直売等）

活 動 経 費の
割 合

メディアにおける女性の人
権に係る活動

教育分野における男女共同
参画に係る活動

国際協力・国際交流・国際
支援

収入源の割合

環境問題（地球環境、省資
源、省エネルギー、リサイ
クル、ごみ問題等）に係る
活動

その他（商品テスト、調査
活動、苦情処理等）

設 立 の
き っ か け

財 政 規 模



19 会 計 報 告 □１　毎年決算書を作成し、公認会計士などの外部監査を行っている
□２　毎年決算書を作成し、内部監査を行っている
□３　毎年決算書を作成しているが、監査を行っていない
□４　決算書は特に作成していない
□５　その他（ )

20 事務所の形態 □１　メンバーや会員の個人宅や勤務先などに事務局（連絡先）をおいている
□２　公民館や社会福祉協議会などの公共施設内に事務局（連絡先）をおいている
□３　団体専用の事務所（室）を借りている
□４　団体専用の事務所（室）を自己所有している
□５　その他（ )

21 スタッフ人数 常勤スタッフ（日常的に関わっている人）（　　　）人  うち有給者（　　　）人
非常勤スタッフ （　　　）人  うち有給者（　　　）人

22 スタッフ構成 □１　女性だけ、あるいは女性がほとんど □２　男性だけ、あるいは男性がほとんど
（ 男女 比） □３　やや女性が多い □４　やや男性が多い

□５　男女ほぼ同じくらい

23 スタッフ構成 １０代 （　　　　　　）人 ４０代 （　　　　　　）人
（ 年齢 層） ２０代 （　　　　　　）人 ５０代 （　　　　　　）人

３０代 （　　　　　　）人 ６０代以上 （　　　　　　）人

24 スタッフ構成 □１　貴団体の有給スタッフ □２　会社員
（ 職 業 ） □３　公務員 □４　団体職員
※ □５　自営業（商工業）・企業経営者・農業者

□６　パート・アルバイト・フリーター □７　家事従事者（主婦など）
□８　年金生活者・定年退職者 □９　学生
□10　特になし □11　その他（　　　　　　　　　　　）

　　　　　
25 □１　明文化された会則、規約、定款などがある

□２　明文化されていないが、口頭了解、慣例化されたルールがある
□３　特にない
□４　その他（ )

26 □１　総会、理事会などの決定機関で決める
□２　決定機関はなく、メンバー（全員またはほとんど）が随時協議して決める
□３　決定機関はなく、複数のリーダー（幹部など）が随時協議して決める
□４　決定機関はなくリーダーが決める
□５　その他（ )

27 会 員 制 度 □１　有
会員資格（複数選択可）
□１　活動やサービスを受ける人が会員である
□２　活動をする人（ボランティアを含む）が会員である
□３　直接活動はしないが会の理念、趣旨に賛同した支援者が会員である
□４　その他（ )
会員数 （　　　　　　）人

□２　無

28 □１　ニュースレター、機関紙などの発行
□２　活動記録集の作成、ビデオなどの視聴覚機器を使った紹介

※ 複数選択可 □３　行政広報誌への情報提供・掲載
□４　新聞、テレビ、雑誌などへの情報提供・掲載
□５　フォーラム、公開シンポジウム、講演会などの開催
□６　その他( )

運 営方 針の
決 定 方 法

活 動 の
広 報 手 段

会 則・ 規約
等 の 形 態

３つまで選択
可



29 □１　本部、支部の関係にある団体、あるいは姉妹組織がある
□２　活動をする上で協力、友好関係にある団体がある

※ 複数選択可 □３　活動の理念や内容について協力、支援の関係になる団体がある
□４　活動を支援してくれる団体とのネットワークを持っている
□５　その他（ ）
□６　特に協力関係にある団体はない

30 □１　資金不足
□２　人事の硬直化

※ 複数選択可 □３　人材の発掘、能力開発
□４　活動・事業の担い手の量的不足
□５　活動場所
□６　情報の不足
□７　行政からの影響が大きい
□８　行政との接点が少ない
□９　法人格、税制など法整備の不備の是正
□10　その他（ ）

31 □１　行政の委託業務を行っている
□２　本来的には行政がすべきであると思われる活動をしている

※ 複数選択可 □３　行政のサービスを量的・質的な面で補完している
□４　行政では対応できない先駆的な活動を行っている
□５　行政施策のチェック機能を果たしている
□６　政策を提言したり立案に関与している
□７　行政を利用している
□８　行政とまったく関係がない
□９　その他（ ）

32 □１　活動や情報交換の拠点となる場所の確保・整備
□２　活動に対する資金援助

※ □３　活動に必要な備品、機材の提供
□４　行政に関する情報提供
□５　市民、企業に対して活動の理解と参加を促すための広報、普及活動
□６　市民、企業などが、活動に関して情報を得られる仕組みの整備
□７　活動への評価、表彰制度の創設・拡充
□８　活動中の事故に対する保険制度の整備・援助
□９　活動メンバーの能力向上のための研修
□10　市民が活動を実践できる場、機会の提供
□11　必要ない
□12　その他（ ）

33 活 動の ＰＲ

この様式により難いときは、この様式に準じた別の様式を使用することができる。

３つまで選択
可

他 団体 との
交 流

活 動 上 の
問 題

行政施策との
関 係

行 政に 望む
施 策


